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に 8％ポイント上昇する。平成 2 年度は 212％であったので、容積率緩和によ
って上昇するのは、 この間の減少幅の 1/4 程度である。 次に、 山鹿・八田 （2000）
で推定された疲労費用関数を援用し、全駅間の疲労費用の増分を算出すると、









要 31 路線のピーク時の平均混雑率でみると、図表１に示すように、昭和 50 年度では















年度 混雑率 輸送力 輸送人員
昭和50 221% 100 100
55 214% 124 121
60 212% 136 131
平成2 203% 150 138
5 197% 156 140
8 189% 158 136
9 186% 160 135
10 183% 161 133
11 180% 162 132
12 175% 163 130
13 175% 163 129
14 173% 164 128








































































1 山手線(左回り) 代々木→原宿 33,600 267% 38,040 185% -82%
2 総武本線 新小岩→錦糸町 24,790 246% 35,340 178% -68%
3 丸の内線 新大塚→茗荷谷 22,990 216% 23,731 156% -60%
4 西武池袋線 椎名町→池袋 36,960 209% 35,840 153% -56%
5 京浜東北線(北行) 大井町→品川 33,600 273% 33,600 218% -55%
6 伊勢崎線 小菅→北千住 43,356 195% 51,540 143% -52%
7 京浜東北線(南行) 上野→御徒町 33,600 277% 33,600 225% -52%
8 山手線(右回り) 上野→御徒町 33,600 274% 38,220 223% -51%
9 横須賀線 新川崎→品川 16,210 237% 20,504 189% -48%













間の 267％（平成 2 年度）→185％（平成 15 年度）、地下鉄では丸の内線の新大塚→
茗荷谷間の 216％（同）→156％（同）、民鉄では、西武池袋線の椎名町→池袋間の






表参道間の 168％（平成 2 年度）→175％（平成 15 年度）、京葉線の葛西臨海公園→
新木場間の 182％（同）→187％（同）、東西線の木場→門前仲町間の 196％（同）→

























                                          
1  新丸ビル建て替え計画では、東京駅上空の容積率を周辺に譲渡・移転できる制度の活用や、再
開発に連動し、東京駅正面から延びる行幸通りの地下通路や駅前地下広場をつくることを条件に、

























が1 0 0 ％ と な る 時 期 （ ス テ ー ジ ３ ） の3
つのステージを設定した
2。 




















で次の 3 つのステップを踏む。 














                                          
3 なお、当地区で容積率緩和後に容積率がフル使用された場合に増床するオフィススペースは、日
本全国のオフィスストックの 0.6％、東京圏の 2.2％、東京 23 区の 5.8％、都心 3 区の 11.7％である。
（資料は自治省「固定資産の価格等の概要調査」、東京都「東京の土地」） 









の対象時間帯はデータの制約からピーク１時間とその前後１時間の計 3 時間とした。 
先ず、ピーク１時間については、主要路線の最混雑区間の混雑率については、毎年
度公表されているが、最混雑区間以外の駅間混雑率については公表されていない。た



























                                          
7 最新の平成 12年調査では、ピーク時の駅間断面交通量が公表されていなかったため平成 7年調
査の結果を用いた。 












時間集中率 定期券利用者ピーク１ 集中原単位 従業者数
＝
３駅降車人数 Δピーク時東京駅周辺
× × ∆  
集中原単位＝定期券利用者／従業者数 
















                                          
9 平面上にいくつかの点（ここでは駅）があるときに、ある点がいくつかの点のなかで最も近い点となる
領域。 











































年から平成 15 年にかけて 212％から 179％に 33％ポイント緩和されたが、容積率緩和
によって上昇するのは減少幅の約 4分の1であり、未曾有の水準にまで上昇するわけで
はないことが分かる。 
                                          
11  常磐線については特急の乗り入れのみ決まっている。  10
図表5　丸の内・大手町地区における従業者数の増加が主要最混雑区間に与える影響
　　　　＜参考＞
最混雑区間 輸送能力 ステージ２ ステージ３ 輸送能力
（人/時） (16.3万人増) (27.6万人増) （人/時）
1 京浜東北線(南行) 上野→御徒町 33,600 225% 16% 27% 33,600 277%
2 山手線(右回り) 上野→御徒町 38,220 223% 14% 24% 33,600 274%
3 京浜東北線(北行) 大井町→品川 33,600 218% 10% 16% 33,600 273%
4 中央線 中野→新宿 42,000 218% 7% 12% 39,200 255%
5 総武線各駅 錦糸町→両国 38,480 211% 3% 5% 33,600 247%
6 埼京線 池袋→新宿 28,000 211% 1% 1% 23,800 218%
7 東海道本線 川崎→品川 35,280 204% 16% 27% 30,230 240%
8 常磐線各駅 亀有→綾瀬 33,600 200% 9% 15% 30,800 246%
9 東西線 木場→門前仲町 38,448 198% 6% 10% 38,448 196%
10 田園都市線 池尻大橋→渋谷 41,272 195% 3% 4% 35,600 197%
11 高崎線 宮原→大宮 27,010 190% 4% 7% 23,400 210%
12 常磐線快速 松戸→北千住 21,840 190% 7% 13% 21,000 221%
13 横須賀線 新川崎→品川 20,504 189% 11% 19% 16,210 237%
14 小田原線 世田谷代田→下北沢 38,566 188% 3% 5% 38,396 201%
15 京葉線 葛西臨海公園→新木場 25,200 187% 13% 21% 19,320 182%
16 千代田線 町屋→西日暮里 41,296 186% 10% 16% 38,448 218%
17 山手線(左回り) 代々木→原宿 38,040 185% 0% 1% 33,600 267%
18 総武本線 新小岩→錦糸町 35,340 178% 13% 22% 24,790 246%
19 有楽町線 東池袋→護国寺 34,176 176% 0% 1% 28,480 209%
20 半蔵門線 渋谷→表参道 38,448 175% 2% 3% 34,176 168%
21 東横線 祐天寺→中目黒 30,870 173% 1% 2% 29,776 204%
22 京王線 下高井戸→明大前 42,000 169% 3% 4% 36,960 189%
23 東北本線 土呂→大宮 27,620 167% 3% 5% 21,900 199%
24 日比谷線 三ノ輪→入谷 28,224 167% 0% 1% 28,224 211%
25 銀座線 赤坂見附→溜池山王 18,240 167% 0% 0% 18,240 196%
26 西武新宿線 下落合→高田馬場 33,600 157% 1% 2% 32,480 192%
27 丸の内線 新大塚→茗荷谷 23,731 156% 9% 15% 22,990 216%
28 西武池袋線 椎名町→池袋 35,840 153% 3% 4% 36,960 209%
29 京浜急行本線 戸部→横浜 33,792 151% 2% 4% 33,024 166%
30 井の頭線 神泉→渋谷 20,160 148% 0% 0% 17,920 181%
31 伊勢崎線 小菅→北千住 51,540 143% 2% 4% 43,356 195%
32 東上線 北池袋→池袋 37,260 140% 2% 3% 33,396 183%
33 都営三田線 西巣鴨→巣鴨 15,960 130% 2% 4% 14,280 166%
34 都営浅草線 押上→本所吾妻橋 23,040 114% 1% 1% 20,880 140%















の疲労費用の関数を導出した。なお、ここでは、降車駅を 0 駅とし、1 駅,2 駅,･･･,i 駅と 11
続くとしている。 
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i i T C
T
T C f  
i C  ： i 駅から 0 駅までの通勤区間平均混雑率 
i T  ： i 駅から 0 駅までの乗車時間 
 
ただし、本稿の分析においては、駅間（i 駅から 1 + i 駅）の交通量は判明しているもの
の、通勤区間（i 駅から x i + 駅）ごとの交通量は判明していないので、乗車時間につい
て非線形な(5)式のままでは社会全体の増加疲労費用を計測することはできない。そこ
で、山鹿・八田(2000)で推定対象とした中央線利用者のうち東京駅で降車する利用者
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= φ  
すなわち、この近似により、混雑率が同じであれば、疲労費用は乗車時間に比例する
という仮定を設けたことになった。これを図示したものが図表6である。(6)式に従えば、混
雑率 150％の電車に 30 分乗車するときの疲労費用は 99.6 円であり、混雑率 200％の































(7) () ( ) ∑ =
i
i i i i t c T C , , φ φ  
i c  ： i 駅から 1 − i 駅までの駅間混雑率 
i t  ：  i 駅から 1 − i 駅までの乗車時間 
 
従って、社会全体でのこの路線の疲労費用の増分 F ∆ は、 
(8)  i
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 − = ∆ ) ( ) , ( , φ φ  
i c
∧
  ： 容積率緩和後のi 駅から 1 − i 駅までの駅間混雑率 
i V
∧
 ： 容積率緩和後のi 駅から 1 − i 駅までの断面交通量 
 
と表すことができる。 







ータの制約から午前中のピーク時 3 時間についてしか集計できないが、表 7 に示したよ
うに増加疲労費用の約 4 分の 3 はピークの 1 時間に集中していること、疲労費用は混
雑率に関して凸の関数となるが、夕方のラッシュは朝のラッシュに比べて混雑率が低い
こと、から終日全体の増加疲労費用は午前のピーク 3 時間における増加疲労費用の 2
倍以内であると見なせよう。ここでは、負の効果の最大値を計測することを目的に、午前
のピーク 3 時間の増加疲労費用を 2 倍にした値を終日全体の増加疲労費用とした。す





日数を 245 日として、年間 13






ージ 2 で 240 億円であり、
従業者が 27.6 万人増加するステージ 3 で 430 億円となった。 

































半日 １年 半日 １年
あたり あたり あたり あたり
東海道本線 8.6 4,228 15.6 7,668 17.8%
総武本線 5.4 2,628 9.8 4,803 11.2%
中央線 5.5 2,682 9.6 4,715 11.0%
京浜東北線（南行） 4.6 2,260 8.4 4,118 9.6%
常磐線快速 2.8 1,352 4.8 2,343 5.4%
山手線（右回り） 2.5 1,237 4.6 2,263 5.3%
京浜東北線（北行） 2.3 1,149 4.2 2,056 4.8%
常磐線各駅 2.2 1,072 3.8 1,879 4.4%
横須賀線 1.9 940 3.5 1,692 3.9%
京葉線 1.4 684 2.5 1,233 2.9%
総武線各駅 1.1 521 1.8 891 2.1%
高崎線 1.1 515 1.8 891 2.1%
東北本線 0.7 333 1.2 572 1.3%
埼京線 0.2 121 0.4 206 0.5%
山手線（左回り） 0.1 26 0.1 43 0.1%
小田急線 1.0 483 1.7 825 1.9%
田園都市線・新玉川線 0.7 329 1.1 563 1.3%
東上線 0.5 266 0.9 460 1.1%
伊勢崎線 0.5 235 0.8 402 0.9%
京王線 0.5 233 0.8 402 0.9%
西武池袋線 0.5 224 0.8 385 0.9%
京浜急行線 0.4 209 0.7 358 0.8%
西武新宿線 0.3 137 0.5 233 0.5%
相鉄線 0.3 124 0.4 213 0.5%
東横線 0.1 71 0.2 120 0.3%
京成本線 0.1 61 0.2 105 0.2%
井の頭線 0.0 2 0.0 3 0.0%
千代田線 3.4 1,642 6.2 3,043 7.1%
東西線 2.3 1,146 4.1 2,005 4.7%
丸の内線 0.9 437 1.6 792 1.8%
有楽町線 0.2 116 0.4 199 0.5%
半蔵門線 0.2 112 0.4 196 0.5%
日比谷線 0.2 101 0.4 173 0.4%
銀座線 0.0 8 0.0 14 0.0%
都営新宿線 0.4 212 0.7 362 0.8%
都営三田線 0.2 116 0.4 206 0.5%
横浜市営地下鉄 0.1 25 0.1 43 0.1%
都営浅草線 0.0 22 0.1 38 0.1%
















加は、最大で年間 430 億円と計測された。 
一方、容積率緩和の効果については、ここでは詳細には分析してはいないが、シミュ
レーションを行った容積率緩和地区の現在の地価総額は、約 4 兆円程度と試算され、
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